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南魚沼市における就学支援のあり方の変更について 

――障害のある子の判断・判定を中心とした就学相談の大きな見直し―― 

 

１ 年長児の就学先（特別支援学級、総合支援学校）の決定について 

 

〈従来〉入学先を就学支援委員会が判断し、保護者に示す。（承諾か・拒否か） 

 

 

 〈今後〉観察や検査結果の情報を提供し、保護者と相談して入学先の合意形成を図る。 

 

※ 相談はＵＤ支援事業のスタッフが行います。 

 

２ 手続きの違い 

〈従来〉                    〈今年度（試行）〉 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ 就学先の決定は、教育委員会が行うことになっています。 

※ 保護者が迷っている場合のみ 

 就学支援委員会で検討 

就学相談票１（保護者記入） 

就学相談票２（園記入） 学校教育課に提出 

保護者面談、WISCの説明（指導主事） 

子どもへの WISCの実施（指導主事） 

保護者への検査結果の報告（指導主事） 

行動観察・絵画語彙検査（専門員）夏休み 90分 

就学先の判断（就学指導委員会） 

保護者に文書で判断結果の通知（学校教育課） 

保護者面談、就学先の確認（指導主事） 

就 学 

就学相談票１（保護者記入） 

就学相談票２（園記入） 学校教育課に提出 

〈UD支援事業〉 

子どもの観察・検査の実施 

支援策の検討・就学先の相談 

体験入学など、複数回 

特別支援教育に係る申請書（保護者記入） 

保護者に文書で通知 

＊就学先指定通知と同時 

（学校教育課） 

就 学 
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３ 特別支援学級への就学者の増加 

 変更したところ、特別支援学級に入学する子どもが大幅に増えた（従来は、全相談件数

のうちの約３０％が特別支援学級に入学→約５０％になった）。保護者との相談が子ども

に必要な支援の理解に結びついた。 

 

 平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度 

相談（判断）件数（人）…〈Ａ〉 ５４ ４９ ５６ 

小学校特別支援学級への就学者数（人）…（Ｂ） １６ １７ ２７ 

ＢのＡに占める割合（％） ３０％ ３５％ ４８％ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４ 就学支援を巡る国の状況等 

 

○ 国際的な人権条約「障害者の権利に関する条約」への批准（平成２５年）に伴い、国

内法整備が進められてきた。教育においては、障害の有無に関わらず全ての子どもが同

じ場で共に学ぶインクルーシブ教育を追求することが求められており、そのため就学

相談や就学先決定の在り方に係る制度改革が進められている。 

 

○ 今後の就学支援のあり方について〈特別支援教育の在り方に関する特別委員会報告 

平成２４年７月〉「就学基準に該当する障害のある子どもは特別支援学校に原則就学す

るという従来の就学先決定の仕組みを改め、障害の状態、本人の教育的ニーズ、本人・

保護者の意見、教育学、医学、心理学等専門的見地からの意見、学校や地域の状況等を

踏まえた総合的な観点から就学先を決定する仕組みとすることが適当である。その際、

市町村教育委員会が、本人・保護者に対し十分情報提供をしつつ、本人・保護者の意見

を最大限尊重し、本人・保護者と市町村教育委員会、学校等が教育的ニーズと必要な支

援について合意形成を行うことを原則とし、最終的には市町村教育委員会が決定する

ことが適当である。」 
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